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本冊子において提供される情報（現在における計画、予測、戦略など）は、歴史的な事実

ではなく、日本ケミファの将来の業績を予測したものです。現在における情報をもとに予

測してありますので、様々なリスクや不確実性に基づくものを含んでいます。従って、そ

の性質上それらのリスク要因によって、将来予測が実際の結果と大きく違ってくる可能性

があります。
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日本ケミファ株式会社（コード番号 4539）は 1950 年に設立され、1976 年より
東京証券取引所市場第一部に上場している製薬会社です。
 日本ケミファはこれまでに蓄積された創薬ノウハウを生かした探索研究に力
を入れております。鎮痛剤分野や生活習慣病関連の疾病分野、特にその一つの
病態と認められつつある高尿酸血症（血液中の尿酸値が異常に上昇する症状）
治療分野での研究に注力しています。
 創薬開発の早期段階から積極的に海外企業への導出を図り、導出先での迅速
な化合物評価や開発によって結果的に開発スピードを上げることができると考
えています。こうしたベンチャー型研究開発体制を基本に、世界で通用する新
薬の開発を目指して今後も有力化合物を積極的に早期導出していきたいと考え
ています。

医薬品を中核にトータルヘルスケアで人々の健康で豊かな生活に貢献する。

(Year ended Mar. 31) (百万円) (百万円)

売上高 17,706 20,162
研究開発費 1,682 1,706
営業利益 1,005 1,632
当期純利益 (損失) (1,463) 846
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日本ケミファは今年 55周年を迎えました。
いまや日本は世界一の長寿国となったものの高齢化の進展により、国民皆保険
制度を揺るがす国民医療費の増大と、成熟社会特有の生活習慣病が世代を超え
て広がりつつあるという大きな問題をかかえております。
 そのような状況において、高尿酸血症の早期治療とジェネリック医薬品の普
及によって多くの人々の健康増進に貢献できると信じております。

高尿酸血症が生活習慣病の一つとして位置づけられようとしているのは日本で
は最近のことです。「高尿酸血症治療」の必要性、尿路管理の重要性を広く普及
していくことが私達の務めと考えております。そのことによって高血圧や糖尿
病等の生活習慣病の併発防止や早期治療を図り、早期回復、医療費負担の軽減
にお役に立ちたいと考えております。
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「NC-2300」導出契約締結
契約締結後の山口社長とベルキュラ社

CEOのマイケル・ロング博士。

「PPARδアゴニスト」導出ミーティン
グ。セレニス社のディレクター（左か

ら）ジーン・ルイス・ダッソー博士、

カルメン・ダニエラ・オニシュ博士、

ウィリアム・ブリンカーホフ氏

日本ケミファでは「安価」で「品質・安全性・有効性」に優れた医薬品に、医
療関係者や患者さんが求める様々な「情報」を加えて提供しております。
 病院でのジェネリック医薬品の普及によって医療費の削減、病院経営の効率
化に貢献できると考えております。

私たちはビジネスを通じて社会に変化をもたらしたいと思います。患者さんの
医療費負担の軽減に役立つと共に、安定した利益を創出し、企業価値を高める
ことを経営の重要課題として取り組んでおります。
 今後ともご支援をよろしくお願いします。

山口 一城
代表取締役社長＆CEO

自社創薬候補物質の導出
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1.
日本ケミファの主力製品の一つである尿アルカリ化剤「ウラリット」を核とし
て、尿路管理を含めた高尿酸血症治療の重要性を普及し、高尿酸血症領域のフ
ロントランナーを目指します。

2.
日本ではジェネリック医薬品の病院市場への浸透が欧米と比較して遅れていま
す。国は医療費抑制のため、様々なジェネリック医薬品の使用促進策を打ち出
してきています。このような国の強力な政策誘導を追い風に、日本ケミファは
世界有数のランバクシー社等国内外の製薬会社、全国的な卸会社、国内大手調
剤薬局チェーンと独自に連携提携戦略を強化、拡大しています。また新薬メー
カーがもつ薬剤評価や情報収集・提供ノウハウを生かし、信頼性の高いジェネ
リック医薬品の安定供給に努め、病院市場でのナンバー１を目指します。

(2005年 4月～2008年 3月)
日本ケミファは 2005年 4月 1日から 3ヵ年の中期経営計画をスタートしました。
中期経営計画には総合的な営業・販売戦略、累損解消への取組み、研究開発の
スタンスなど製薬業界での日本ケミファの存在感を強化する施策を含めており
ます。
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1. 連結売上 30%以上増

(Yearend Mar. 31) FY 2005 FY 2006 FY 2007
(Forecast)

売上高 ¥20.0 bn ¥21.3 bn ¥22.5 bn

ウラリット ¥2.9 bn ¥3.1 bn ¥3.5 bn

GE品 ¥6.6 bn ¥7.2bn ¥7.6 bn

   (注)単位は 10億円です。

2. 連結経常利益 3倍以上

(Yearend Mar. 31) FY 2005 FY 2006 FY 2007
(Forecast)

経常利益 ¥1.4 bn ¥2.0 bn ¥2.6 bn
   (注)単位は 10億円です。

3. 07年 3月期末までに累損 22.5億円解消
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（注）グラフの中の青字は「連結売上」赤字は「単体売上」です。
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(注)グラフの中の水色は「経常利益」グレーは「販管費率」、青は「原価率」です。

2004年現在、痛風患者は約 60万人といわれております。ウラリットは痛風患者
など、約 15万人に投与されています。従来、高尿酸血症は痛風の予備軍として
狭義にとらえられていましたが、高尿酸血症は生活習慣病の一つとして位置づ
けられ、その患者数は推定 600 万人いると言われています。そして高尿酸血症
では酸性尿の頻度が高いことが知られ、ウラリット処方の更なる拡大が期待さ
れます。高尿酸血症と生活習慣病の関係を示すエビデンスを取るために、医師
主導の臨床研究が開始される予定です。
＜ウラリット売上拡大のための要因＞
1. ：高尿酸血症と生活習慣病の関係について、研究会の先生
方中心の臨床研究が行われる予定です。

2. ：間質性膀胱炎、過活動膀胱疾患による頻尿、膀胱部痛の改
善、更には尿路結石再発予防に関する臨床研究も実施の予定です。

3. ：ウラリットと併用投与が期待される薬のメー
カーとの連携など、日本ケミファは他の製薬会社との協力体制を積極的に構
築していきます。

4. ：エビデンスの結果によって大学病院への普及
も推進する見込みです。.
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子会社である日本薬品工業は、日本ケミファが販売する GE医薬品の開発と製造
を担当しております。3年前、日本ケミファがインドの大手製薬会社であるラン
バクシーと提携を結んだ際、日本ケミファが保有する日本薬品工業株を 10%、
ランバクシーに譲渡しました。また、今年の 7 月にはランバクシー社との共同
作業によるジェネリック医薬品を日本で開発・発売することができました。海
外メーカーとの提携により開発されたジェネリック医薬品を日本で発売するの
は当社として初めてのことです。将来的には日本で製造・発売しているジェネ
リック医薬品もランバクシーに製造委託することも視野に連携を強化していく
考えです。
又、現在日本ケミファでは自社開発 GE品と信頼できる他社 GE品を共に扱っ

ておりますが、新たな国内供給協力先の検討も行っていく予定です。
現在 75品目の GE品を中期経営計画最終年度までに 100品目以上にし、品揃

えの充実を図ります。
そして製剤工夫も行い、先発品よりも飲みやすく、使いやすい製剤等、先

発品との差別化を目指していきます。
.

日本ケミファは病院ジェネリック No.１を目指していきます。
1. 研究会をサポートし、ドクター人脈ネットワークの拡大をはかります。
2. 日本調剤やクラフトなどの調剤薬局チェーン、更には日本医療事務センター
等との提携推進を積極的にはかります。

3. 製品に「ケミファ」名の表示をするなどによってブランドイメージの向上を
図ることを検討中です。
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1. 高尿酸血症治療と尿路管理の重要性を普及
2. 学会、医療関係者、他社との連携拡充.
3. 供給と流通体制強化に対する成果

ランバクシーとの連携強化
日本調剤やクラフト等、調剤薬局チェーンとの連携拡大による調剤薬局
との全国ネットワーク化

4. 韓国、中国を軸に、アジア市場への拡大
5. 探索品目の早期導出（骨粗しょう症、高脂血症、高尿酸血症などの治療薬）



以下財務セクションは日本ケミファが 2005 年 6 月 30 日に提出した有価証券報
告書（2004年 4月 1日～2005年 3月 31日）の連結財務部分（p23～45）と同じ
です。

.
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１ 【連結財務諸表等】 

(1) 【連結財務諸表】 

① 【連結貸借対照表】 
 

  
前連結会計年度 
(平成16年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成17年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
構成比 
(％) 

金額(百万円) 
構成比 
(％) 

(資産の部)        

Ⅰ 流動資産        

１ 現金及び預金   3,733   3,697  

２ 受取手形及び売掛金 ※１  3,632   3,974  

３ たな卸資産   1,181   1,158  

４ 繰延税金資産   45   64  

５ その他   191   139  

貸倒引当金   △2   △5  

流動資産合計   8,781 40.4  9,030 40.3 

Ⅱ 固定資産        

１ 有形固定資産        

(1) 建物及び構築物 ※２ 10,302   10,218   

減価償却累計額  7,302 2,999  7,384 2,833  

(2) 機械装置及び運搬具  3,294   3,321   

減価償却累計額  3,002 292  3,037 283  

(3) 工具器具備品  2,215   2,176   

減価償却累計額  2,021 194  1,990 186  

(4) 土地 ※2,4  6,813   6,793  

(5) 建設仮勘定   ―   30  

有形固定資産合計   10,298 47.3  10,127 45.1 

２ 無形固定資産        

(1) 専用実施権   61   36  

(2) その他   25   25  

無形固定資産合計   86 0.4  62 0.3 

３ 投資その他の資産        

(1) 投資有価証券 ※2,3  697   1,238  

(2) 長期貸付金   50   33  

(3) 長期前払費用   ―   79  

(4) 敷金及び差入保証金   1,427   1,382  

(5) その他   563   671  

貸倒引当金   △171   △190  

投資その他の資産合計   2,567 11.8  3,213 14.3 

固定資産合計   12,953 59.5  13,403 59.7 

Ⅲ 繰延資産        

社債発行費   13   6  

繰延資産合計   13 0.1  6 0.0 

資産合計   21,749 100.0  22,440 100.0 
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前連結会計年度 
(平成16年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成17年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
構成比 
(％) 

金額(百万円) 
構成比 
(％) 

(負債の部)        

Ⅰ 流動負債        

１ 支払手形及び買掛金   2,403   2,814  

２ 短期借入金 ※２  7,454   1,269  

３ 一年内償還予定の社債   200   250  
４ 一年内返済予定の長期 
借入金 

※2,7  ―   1,709  

５ 未払金   147   132  

６ 未払法人税等   209   290  

７ 未払消費税等   31   134  

８ 未払費用   1,060   1,014  

９ 預り金   541   370  

10 返品調整引当金   8   6  

11 販売促進引当金   ―   136  

12 その他   168   132  

流動負債合計   12,224 56.2  8,262 36.8 

Ⅱ 固定負債        

１ 社債   800   550  

２ 長期借入金 ※2,7  844   4,839  

３ 退職給付引当金   343   432  

４ 退職慰労引当金   503   539  

５ 繰延税金負債   40   45  
６ 再評価に係る繰延税金 
負債 

※４  1,752   1,748  

７ 預り保証金   1,159   997  

８ その他   16   16  

固定負債合計   5,460 25.1  9,170 40.9 

負債合計   17,685 81.3  17,433 77.7 
        
(少数株主持分)        

少数株主持分   399 1.8  485 2.2 

        
(資本の部)        

Ⅰ 資本金   4,304 19.8  4,304 19.2 

Ⅱ 資本剰余金   525 2.4  0 0.0 

Ⅲ 利益剰余金   △3,633 △16.7  △2,250 △10.0 

Ⅳ 土地再評価差額金 ※４  2,401 11.0  2,390 10.6 

Ⅴ その他有価証券評価差額金   161 0.8  185 0.8 

Ⅵ 自己株式 ※６  △94 △0.4  △109 △0.5 

資本合計   3,664 16.9  4,521 20.1 

負債、少数株主持分及び資本 
合計   21,749 100.0  22,440 100.0 
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② 【連結損益計算書】 
 

  
前連結会計年度 

(自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

区分 
注記 
番号 金額(百万円) 

百分比 
(％) 金額(百万円) 

百分比 
(％) 

Ⅰ 売上高   17,706 100.0  20,162 100.0 

Ⅱ 売上原価   6,942 39.2  7,407 36.7 

売上総利益   10,763 60.8  12,754 63.3 

返品調整引当金繰入額   3   ―  

返品調整引当金戻入額   ―   1  

差引売上総利益   10,759 60.8  12,756 63.3 

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※1,2  9,754 55.1  11,124 55.2 

営業利益   1,005 5.7  1,632 8.1 

Ⅳ 営業外収益        

１ 受取利息  1   1   

２ 受取配当金  5   4   

３ 固定資産賃貸料収入  38   43   

４ 投資有価証券売却益  103   ―   

５ 持分法による投資利益  32   27   

６ その他  40 220 1.3 81 157 0.8 

Ⅴ 営業外費用        

１ 支払利息  326   203   

２ 手形売却損  82   63   

３ その他  97 507 2.9 107 373 1.9 

経常利益   718 4.1  1,415 7.0 

Ⅵ 特別利益        

１ 投資有価証券売却益  ― ― ― 83 83 0.4 

Ⅶ 特別損失        

１ 販売奨励金特別損失 ※３ 290   ―   

２ 貸倒引当金繰入額  ―   42   

３ たな卸資産廃棄損  ―   90   

４ 有形固定資産除却損  ―   57   

５ 投資有価証券等評価損  14   33   

６ 退職給付費用  51   51   

７ その他 ※４ 62 417 2.4 ― 275 1.3 

税金等調整前 
当期純利益   300 1.7  1,223 6.1 

法人税、住民税及び 
事業税  240   323   

法人税等調整額  1,514 1,754 10.0 △33 290 1.5 

少数株主利益   9 0.0  86 0.4 

当期純利益又は 
当期純損失(△)   △1,463 △8.3  846 4.2 
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③ 【連結剰余金計算書】 
 

  
前連結会計年度 

(自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 

(資本剰余金の部)      

Ⅰ 資本剰余金期首残高   205  525 

Ⅱ 資本剰余金増加高      

 １ 増資による新株式の発行  319  ―  

 ２ 自己株式処分差益  ― 319 0 0 

Ⅲ 資本剰余金減少高      

 １ 資本準備金取崩額  ― ― 525 525 

Ⅳ 資本剰余金期末残高   525  0 

      

(利益剰余金の部)      

Ⅰ 利益剰余金期首残高   △2,173  △3,633 

Ⅱ 利益剰余金増加高      

 １ 当期純利益  ―  846  

 ２ 資本準備金取崩額  ―  525  

 ３ 土地再評価差額金取崩額  3 3 10 1,383 

Ⅲ 利益剰余金減少高      

 １ 当期純損失  1,463  ―  

 ２ 自己株式処分差損  0 1,463 ― ― 

Ⅳ 利益剰余金期末残高   △3,633  △2,250 
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④ 【連結キャッシュ・フロー計算書】 
 

  
前連結会計年度 

(自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー    
税金等調整前当期純利益  300 1,223 

減価償却費  276 285 

社債発行費の償却額  6 6 
貸倒引当金の増減額  △26 22 

販売促進引当金の増加額  ― 136 

退職給付引当金の増加額  131 89 

退職慰労等引当金の増加額  18 33 

受取利息及び受取配当金  △6 △5 

支払利息  326 203 

手形売却損  82 63 
有形固定資産除却損  ― 57 

投資有価証券売却益  △103 △83 

投資有価証券等評価損  14 33 

売上債権の増減額  352 △341 

たな卸資産の増加額  △263 △67 

たな卸資産廃棄損失  ― 90 

未収入金他流動資産の減少額  14 32 
仕入債務の増減額  △131 411 

その他流動負債の増減額  532 △244 

未払消費税等の増減額  △107 103 

預り保証金他固定負債の増減額  115 △161 

長期前払費用の増加額  ― △87 

その他  △49 △40 

小計  1,485 1,761 

利息及び配当金の受取額  6 6 

利息の支払額  △408 △245 

法人税等の支払額  △186 △279 

営業活動によるキャッシュ・フロー  897 1,243 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー    
定期預金の預入支出  △22 △155 

定期預金の払戻収入  18 41 

有形固定資産取得による支出  △125 △168 

有形固定資産売却に係る収入  11 42 

無形固定資産取得による支出  △62 ― 
投資有価証券取得による支出  △33 △505 

投資有価証券の売却による収入  296 102 

貸付金貸付による支出  △3 △3 

貸付金回収による収入  11 20 

差入保証金の回収収入  ― 45 

その他の投資に係る支出  △12 △12 

その他  13 △6 

投資活動によるキャッシュ・フロー  91 △598 
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前連結会計年度 

(自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー    
短期借入金の純減少額  △2,495 △5,791 

長期借入金の借入による収入  1,120 6,900 

長期借入金の返済による支出  △459 △1,588 

社債の発行による収入  1,000 ― 

社債の償還による支出  △100 △200 

株式の発行による収入  639 ― 

その他  △3 △14 

財務活動によるキャッシュ・フロー  △299 △694 

Ⅳ 現金及び現金同等物の増減額  689 △49 

Ⅴ 現金及び現金同等物期首残高  3,000 3,690 

Ⅵ 現金及び現金同等物期末残高  3,690 3,640 
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連結財務諸表作成のための基本となる事項

項目 
前連結会計年度 

(自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１ 連結の範囲に関する事
項 

連結子会社の数        ５社 
連結子会社の名称 
日本薬品工業㈱、ウエルライフ㈱、
シャプロ㈱、エヌシー技研㈱、㈱化
合物安全性研究所 

連結子会社の数        ５社 
連結子会社の名称 
日本薬品工業㈱、ウエルライフ㈱、
シャプロ㈱、エヌシー技研㈱、㈱化
合物安全性研究所 

２ 持分法の適用に関する
事項 

持分法を適用した関連会社数  ３社 
主要な会社等の名称 
ジャパンソファルシム㈱、メディカ
ル・システム・サービス㈱ 

持分法を適用した関連会社数  ２社 
会社等の名称 
ジャパンソファルシム㈱、メディカ
ル・システム・サービス㈱ 
 前連結会計年度まで持分法を適用
しておりました他１社については、
当連結会計年度においてメディカ
ル・システム・サービス㈱に吸収合
併されたことに伴い、持分法の適用
範囲から除外しております。 

３ 連結子会社の事業年度
等に関する事項 

連結子会社の決算日は、連結決算日と
一致しております。 

同左 

４ 会計処理基準に関する
事項 

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方
法 

 ① 有価証券の評価基準及び評価方
法 

   その他有価証券 
    時価のあるもの 
     決算末日の市場価格等に基

づく時価法(評価差額は全部
資本直入法により処理し、売
却原価は、移動平均法により
算定) 

    時価のないもの 
     移動平均法による原価法 
 ② デリバティブ 

 時価法を採用しております。 
 ③ たな卸資産の評価基準及び評価

方法 
   商品・製品・原材料・仕掛品・

貯蔵品 
    先入先出法による原価法 

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方
法 

 ① 有価証券の評価基準及び評価方
法 

   その他有価証券 
    時価のあるもの 

同左 
 
 
 
 
    時価のないもの 

同左 
 ② デリバティブ 

同左 
 ③ たな卸資産の評価基準及び評価

方法 
   商品・製品・原材料・仕掛品・

貯蔵品 
同左 

 (2) 重要な減価償却資産の減価償却の
方法 

 ① 有形固定資産 
 定率法を採用しております。 
 ただし、平成10年４月１日以
降取得した建物(建物附属設備
は除く)については、定額法によ
っております。 

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の
方法 

 ① 有形固定資産 
同左 

  ② 無形固定資産 
 定額法を採用しております。 

 ② 無形固定資産 
同左 
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項目 
前連結会計年度 

(自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

 (3) 重要な繰延資産の処理方法 
 ① 新株発行費 

 支出時に全額費用処理してお
ります。 

(3) 重要な繰延資産の処理方法 
 ①  ―――――――――― 

  ② 社債発行費 
 商法施行規則の規定に基づき
３年間で均等償却を行っており
ます。 

 ② 社債発行費 
同左 

 (4) 重要な引当金の計上基準 
 ① 貸倒引当金 

 連結会計年度末の債権に対す
る貸倒損失に備えるため、一般
債権については貸倒実績率によ
り、貸倒懸念債権等については
個別に回収可能性を検討し、回
収不能見込額を計上しておりま
す。 

(4) 重要な引当金の計上基準 
 ① 貸倒引当金 

同左 

  ② 退職給付引当金 
 当社及び連結子会社におい
て、従業員の退職給付に備える
ため、当連結会計年度末におい
て発生していると認められる額
を計上しております。 
 会計基準変更時差異(255百万
円)については、５年による按分
額を費用処理しております。数
理計算上の差異については、各
連結会計年度の発生時における
従業員の平均残存勤務期間以内
の一定の年数(12年)による定額
法により按分した額をそれぞれ
発生の翌連結会計年度より費用
処理しております。 

 ② 退職給付引当金 
同左 

  ③ 退職慰労引当金 
 役員の退職慰労金の支払に備
えるため、内規による支払見込
相当額を計上しております。 

 ③ 退職慰労引当金 
同左 

  ④ 返品調整引当金 
 返品による損失に備えるた
め、法人税法に定める限度相当
額を計上しております。 

 ④ 返品調整引当金 
同左 

  ⑤  ――――――――――  ⑤ 販売促進引当金 
 販売した製品・商品に対する
将来の販売促進費の支出に備え
るため、直近の実績を基礎にし
て計上しております。 

 (5) 重要なリース取引の処理方法 
 リース物件の所有権が、借主に
移転すると認められるもの以外の
ファイナンス・リース取引につい
ては、通常の賃貸借取引に係る方
法に準じた会計処理によっており
ます。 

(5) 重要なリース取引の処理方法 
同左 
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項目 
前連結会計年度 

(自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

 (6) 重要なヘッジ会計の方法 
 ① ヘッジ会計の方法 

 ヘッジ会計の要件を満たす金
利スワップ取引については、特
例処理の要件を満たしているた
め、特例処理によっております。 

(6) 重要なヘッジ会計の方法 
 ① ヘッジ会計の方法 

同左 

  ② ヘッジ手段とヘッジ対象 
 ヘッジ手段 
  金利スワップ 
 ヘッジ対象 
  借入金の利息 

 ② ヘッジ手段とヘッジ対象 
 ヘッジ手段 

同左 
 ヘッジ対象 

同左 
  ③ ヘッジ方針 

 金利の変動によるリスクを回
避する目的で金利スワップ取引
を行っておりますが、投機的な
取引は行っておりません。 

 ③ ヘッジ方針 
同左 

  ④ ヘッジの有効性評価の方法 
 金利スワップ取引について
は、特例処理の要件を満たして
いるため、有効性の判定を省略
しております。 

 ④ ヘッジの有効性評価の方法 
同左 

５ 連結子会社の資産及び
負債の評価に関する事
項 

 連結子会社の資産及び負債の評価方
法は、全面時価評価法によっておりま
す。 

同左 

６ 利益処分項目等の取扱
いに関する事項 

(1) 利益処分又は損失処理の取扱い方
法 

   連結会計年度中に確定した利益
処分又は損失処理に基づいており
ます。 

(1) 利益処分又は損失処理の取扱い方
法 

同左 

 (2) 連結剰余金計算書の作成の手続に
ついて特に記載する必要があると
認められる事項 

   連結子会社の利益準備金につい
ては、株式取得日以降に発生した
連結持分を連結剰余金に含めてお
ります。 

(2) 連結剰余金計算書の作成の手続に
ついて特に記載する必要があると
認められる事項 

同左 

７ 連結キャッシュ・フロ
ー計算書における資金
の範囲 

 手許現金、要求払預金及び取得日か
ら３ヶ月以内に満期日の到来する流動
性の高い、容易に換金可能であり、か
つ、価値の変動について僅少なリスク
しか負わない短期的な投資でありま
す。 

同左 

８ その他連結財務諸表作
成のための基本となる
重要な事項 

消費税等の会計処理方法 
 消費税及び地方消費税の会計処理
は、税抜方式を採用しております。 

消費税等の会計処理方法 
同左 
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会計処理の変更 

 
前連結会計年度 

(自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

(社債発行費) 
 「社債発行費」は、従来、支出時に全額費用処理を
しておりましたが、資金調達の大型化、多様化とこれ
による社債発行費の金額的重要性が増したこと、並び
にその支出の効果が翌期以降にも及ぶことに鑑み、よ
り適正な期間損益計算を行うため、当連結会計年度よ
り、商法施行規則の規定に基づき、３年間で均等償却
する方法に変更いたしました。 
 この変更により、従来の方法によった場合に比べ、
当連結会計年度の経常利益は13百万円増加し、税金等
調整前当期純損失は13百万円減少しております。 

    ――――――――――――――― 

    ――――――――――――――― (販売促進引当金) 
 特約店との間で販売促進に係る取引条件を見直しし
たことに伴い、従来、金額確定時に費用処理しており
ました販売手数料等について、発生額を合理的に見積
もることが可能となったため、当連結会計年度より販
売促進引当金を計上しております。 
 この変更により、従来の方法によった場合に比べ、
当連結会計年度の営業利益、経常利益及び税金等調整
前当期純利益はそれぞれ130百万円減少しております。 
 なお、セグメント情報に与える影響については、当
該個所に記載しております。 

 

 

表示方法の変更 

 
前連結会計年度 

(自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

    ――――――――――――――― (連結貸借対照表) 
 前連結会計年度において流動負債の「短期借入金」
に含めておりました「一年内返済予定の長期借入金」
は、当連結会計年度において金額の重要性が増したた
め、区分掲記することに変更いたしました。 
 なお、前連結会計年度の流動負債の「短期借入金」
に含まれる「一年内返済予定の長期借入金」は、392
百万円であります。 
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 追加情報 

 
前連結会計年度 

(自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

    ―――――――――――――――  「会計処理の変更」に記載した取引条件の見直しに
伴い、従来、売上高の控除項目として処理をしており
ました販売奨励金について、販売費としての性格がよ
り明確になったため、取引実態に即して計上区分を見
直しし、当連結会計年度より販売費及び一般管理費と
して計上(販売手数料とともに販売促進費勘定に集約
表示)しております。 
 この計上区分の見直しに従った場合の前連結会計年
度の売上高、販売費及び一般管理費はそれぞれ987百万
円増加となりますが、営業利益、経常利益及び税金等
調整前当期純利益に与える影響はありません。 
 なお、セグメント情報に与える影響については、当
該個所に記載しております。 

    ―――――――――――――――  「地方税法等の一部を改正する法律」(平成15年法律
第９号)が平成15年３月31日に公布され、平成16年４月
１日以降に開始する事業年度より外形標準課税制度が
導入されたことに伴い、当連結会計年度から「法人事
業税における外形標準課税部分の損益計算書上の表示
についての実務上の取扱い」(平成16年２月13日 企業
会計基準委員会 実務対応報告第12号)に従い、法人事
業税の付加価値割及び資本割については、販売費及び
一般管理費に計上しております。 
 この結果、販売費及び一般管理費が36百万円増加し、
営業利益、経常利益及び税金等調整前当期純利益が36
百万円減少しております。 
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注記事項  

(連結貸借対照表関係) 
前連結会計年度 
(平成16年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成17年３月31日) 

※１ 受取手形割引高 4,075百万円  ※１ 受取手形割引高 3,496百万円  
※２ 担保に供している資産は次のとおりであります。 

土地 6,083 百万円(帳簿価額) 
建物 1,017 〃  (  〃  ) 
投資有価証券 299  〃 
計 7,400  〃 

担保付債務は次のとおりであります。 
短期借入金 4,569 百万円 
    

※２ 担保に供している資産は次のとおりであります。 
土地 6,083 百万円(帳簿価額) 
建物 961 〃 (  〃 ) 
計 7,045  〃 

担保付債務は次のとおりであります。 
短期借入金 489 百万円 
一年内返済予定
の長期借入金 

1,362  〃 

長期借入金 4,057  〃  
※３ 関連会社に対するものは次のとおりであります。 

 投資有価証券 172百万円  
※３ 関連会社に対するものは次のとおりであります。 

 投資有価証券 196百万円  
※４ 土地の再評価に関する法律(平成10年３月31日公

布法律第34号)に基づき、事業用土地の再評価を行
い、再評価に係る繰延税金負債を負債の部に、土
地再評価差額金を資本の部に計上しております。 
土地の再評価に関する法律施行令(平成10年３月
31日公布政令第119号)第２条第４号に基づいて算
定しております。 
 再評価を行った年月日 平成12年３月31日 
 再評価を行った土地の 
 期末における時価と 
 再評価後の帳簿価額 
 との差額 

△1,233百万円 

 

※４ 土地の再評価に関する法律(平成10年３月31日公
布法律第34号)に基づき、事業用土地の再評価を行
い、再評価に係る繰延税金負債を負債の部に、土
地再評価差額金を資本の部に計上しております。 
土地の再評価に関する法律施行令(平成10年３月
31日公布政令第119号)第２条第４号に基づいて算
定しております。 
 再評価を行った年月日 平成12年３月31日 
 再評価を行った土地の 
 期末における時価と 
 再評価後の帳簿価額 
 との差額 

△1,465百万円 

 
 ５ 偶発債務(銀行借入金に対する保証債務) 

メディカル・システム・サービス株式会社の金 
融機関借入金に対する保証債務 75百万円  

 ５ 偶発債務(銀行借入金に対する保証債務) 
メディカル・システム・サービス株式会社の金 
融機関借入金に対する保証債務 50百万円  

※６ 自己株式の保有数 
連結会社及び関連会社が保有する連結財務諸表提
出会社の株式の数は、以下のとおりであります。 
 普通株式 280千株 
なお、当社の発行済株式総数は、普通株式38,522
千株であります。 

※６ 自己株式の保有数 
連結会社及び関連会社が保有する連結財務諸表提
出会社の株式の数は、以下のとおりであります。 
 普通株式 309千株 
なお、当社の発行済株式総数は、普通株式38,522
千株であります。 

※７    ――――――――――――――― ※７ 財務制限条項 
借入金のうち、シンジケートローン契約(残高
5,190百万円)には財務制限条項が付されており、
下記の条項に抵触した場合、多数貸付人の請求に
基づくエージェントの借入人に対する通知によ
り、契約上の全ての債務について期限の利益を失
い、借入金元本及び利息を支払うことになってお
ります。 
(1) 各年度の決算において、損益計算書及び連結損

益計算書に記載される営業損益及び経常損益
が２期連続して損失計上とならないこと。 

(2) 各年度の決算期末及び中間決算期末において、
貸借対照表及び連結貸借対照表に記載される
資本の部の金額を、平成16年３月期実績の
75％以上に維持すること。 

(3) 各年度の決算期末及び中間決算期末において、
貸借対照表及び連結貸借対照表に記載される
有利子負債の金額を、当該決算期の損益計算
書及び連結損益計算書に記載される売上高
(中間期の場合には２倍した数字を用いる)の
金額以下に維持すること。 
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(連結損益計算書関係)  
前連結会計年度 

(自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額
は次のとおりであります。 
広告宣伝費 248百万円 
販売手数料 602 〃 
旅費交通費 634 〃 
給与手当 3,336 〃 
手数料 679 〃 
研究開発費 1,682 〃  

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額
は次のとおりであります。 
広告宣伝費 264百万円 
販売促進費 2,130 〃 
旅費交通費 641 〃 
給与手当 3,331 〃 
手数料 692 〃 
研究開発費 1,706 〃  

２ 一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発
費の総額 1,682百万円  

２ 一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発
費の総額 1,706百万円  

３ 特約店との取引条件を抜本的に改めることにより

生じた臨時の損失であります。 

３     

４ 社会保険料の総報酬制に伴う追加負担でありま

す。 

４     

（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前連結会計年度 
(自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記
されている科目の金額との関係 
 現金及び預金勘定 3,733百万円 
 預入期間が３か月を超える定期預金 △43 〃 
 現金及び現金同等物 3,690 〃  

現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記
されている科目の金額との関係 
 現金及び預金勘定 3,697百万円 
 預入期間が３か月を超える定期預金 57 〃 
 現金及び現金同等物 3,640 〃  
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(リース取引関係) 

 
前連結会計年度 

(自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの
以外のファイナンス・リース取引に係る注記 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの
以外のファイナンス・リース取引に係る注記 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当
額及び期末残高相当額 

 
取得価額 
相当額 
(百万円) 

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円) 

期末残高 
相当額 
(百万円) 

機械装置及び 
運搬具 

86 54 31 

工具器具備品 712 309 403 

その他(ソフトウ
ェア等) 

65 38 26 

合計 863 401 462 
 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当
額及び期末残高相当額 

 
取得価額 
相当額 
(百万円) 

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円) 

期末残高 
相当額 
(百万円) 

機械装置及び 
運搬具 

130 54 76 

工具器具備品 893 408 484 

その他(ソフトウ
ェア等) 

28 9 18 

合計 1,052 472 580 
 

② 未経過リース料期末残高相当額 
１年内 164百万円 
１年超 297 〃 
合計 462 〃 

(注) 上記①、②の金額は、有形固定資産の期末残高等
に占める未経過リース料期末残高の割合が低いた
め、支払利子込み法によっております。 

② 未経過リース料期末残高相当額 
１年内 195百万円 
１年超 384 〃 
合計 580 〃 

(注) 上記①、②の金額は、有形固定資産の期末残高等
に占める未経過リース料期末残高の割合が低いた
め、支払利子込み法によっております。 

③ 当期の支払リース料及び減価償却費相当額 
支払リース料 198百万円 
減価償却費相当額 198 〃  

③ 当期の支払リース料及び減価償却費相当額 
支払リース料 187百万円 
減価償却費相当額 187 〃  

④ 減価償却費相当額の算定方法 
   リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする
定額法によっております。 

④ 減価償却費相当額の算定方法 
同左 
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(有価証券関係) 
前連結会計年度(自 平成15年４月１日 至 平成16年３月31日) 
１ 満期保有目的の債券で時価のあるもの 
該当事項はありません。 

２ その他有価証券で時価のあるもの 

区分 
取得原価 
(百万円) 

連結決算日における 
連結貸借対照表計上額 

(百万円) 

差額 
(百万円) 

連結貸借対照表計上額が取得原価を
超えるもの    

 株式 147 417 270 

小計 147 417 270 

連結貸借対照表計上額が取得原価を
超えないもの    

 株式 17 14 △3 

小計 17 14 △3 

合計 164 432 267 

 
３ 当連結会計年度中に売却したその他有価証券 

売却額(百万円) 売却益の合計額(百万円) 売却損の合計額(百万円) 

399 107 4 

 
４ 時価評価されていない有価証券の主な内容及び連結貸借対照表計上額 

    ① 満期保有目的の債券 
該当事項はありません。 

  ② その他有価証券 
     非上場株式(店頭売買株式を除く)  92百万円 
 
当連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 
１ 満期保有目的の債券で時価のあるもの 

該当事項はありません。 
２ その他有価証券で時価のあるもの 

区分 
取得原価 
(百万円) 

連結決算日における 
連結貸借対照表計上額 

(百万円) 

差額 
(百万円) 

連結貸借対照表計上額が取得原価を
超えるもの    

 株式 538 852 314 

小計 538 852 314 

連結貸借対照表計上額が取得原価を
超えないもの    

 株式 113 106 △7 

小計 113 106 △7 

合計 652 959 306 

 
３ 当連結会計年度中に売却したその他有価証券 

売却額(百万円) 売却益の合計額(百万円) 売却損の合計額(百万円) 

102 83 ― 

 
４ 時価評価されていない有価証券の主な内容及び連結貸借対照表計上額 

① 満期保有目的の債券 
   該当事項はありません。 
② その他有価証券 

非上場株式            82百万円 
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(デリバティブ取引関係) 

前連結会計年度(自 平成 15年４月１日 至 平成 16 年３月 31日) 

金利の変動によるリスクを回避する目的でデリバティブ取引(金利キャップ)を行っておりますが、投
機的な取引は行わず、取引額も少額なものに限定する方針であります。取引の契約先は、信用度の高い
国内の銀行であるため、相手方の契約不履行によるリスク及び金利スワップ取引についての市場金利の
変動によるリスクは殆どないと認識しております。 

取引金額が少額のため、取引に関する管理規定は特に設けておりませんが、所定の決裁を受けており
ます。また、契約金額及び評価損益相当額は少額であり重要性がないため、記載を省略しております。 

また、金利スワップ取引を行っておりますが、ヘッジ会計を適用しておりますので注記の対象から除
いております。 

当連結会計年度(自 平成 16年４月１日 至 平成 17 年３月 31日) 

当社において、オプション付定期預金及び金利スワップ取引を行っておりますが、投機的な取引は行
わず、取引額も少額なものに限定する方針であります。オプション付定期預金については、利息の受取
額にのみリスクが限定された金融商品であり、金利スワップ取引については、借入金による支払利息に
対応するヘッジ目的のものであるため、金利の変動による市場リスクは殆どなく、また、取引の契約先
はいずれも信用度の高い国内の銀行であるため、信用リスクも殆どないと認識しております。 

取引金額が少額のため、取引に関する管理規定は特に設けておりませんが、所定の決裁を受けており
ます。また、契約金額及び評価損益相当額は少額であり重要性がないため、記載を省略しております。 

なお、金利スワップ取引については、ヘッジ会計を適用しておりますので注記の対象から除いており
ます。 

ヘッジ会計の方法等については、「連結財務諸表作成のための基本となる事項 ４ 会計処理基準に
関する事項」に記載しております。 
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   (退職給付関係)   

前連結会計年度 
(自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１ 採用している退職給付制度の概要 
当社におきましては、確定給付型の制度として、 
厚生年金基金制度、適格退職年金制度を設けており 

  ます。連結子会社におきましては、退職一時金制度
及び一部の子会社において厚生年金基金制度を設け
ております。また、従業員の退職等に際して割増退
職金を支払う場合があります。 

   提出会社日本ケミファ㈱については、昭和62年か
ら段階的に行っていた退職一時金制度から適格退職
年金制度への移行が平成４年に完了しております。 

１ 採用している退職給付制度の概要 
同左 

２ 退職給付債務に関する事項 
(1) 退職給付債務 △3,942百万円 
(2) 年金資産 3,097 〃 
(3) 未積立退職給付債務(1)+(2) △844 〃 
(4) 会計基準変更時差異の未処理額 51 〃 
(5) 未認識数理計算上の差異 450 〃 
(6) 未認識過去勤務債務(債務の額) ― 〃 
(7) 連結貸借対照表計上額純額 
  (3)+(4)+(5)+(6) 

△343 〃 

(8) 前払年金費用 ― 〃 
(9) 退職給付引当金(7)－(8) △343 〃 
 
(注) １ 当社及び一部の子会社が有する厚生年金基金

は総合設立型であるため計上しておりません。 
     なお、厚生年金基金の会社拠出分に係る年金 
    資産は1,887百万円であります。 
   ２ 連結子会社は、退職給付債務の算定にあたり、

簡便法を採用しております。 

２ 退職給付債務に関する事項 
(1) 退職給付債務 △4,141百万円 
(2) 年金資産 3,332 〃 
(3) 未積立退職給付債務(1)+(2) △808 〃 
(4) 会計基準変更時差異の未処理額 ― 〃 
(5) 未認識数理計算上の差異 376 〃 
(6) 未認識過去勤務債務(債務の減額) ― 〃 
(7) 連結貸借対照表計上額純額 
  (3)+(4)+(5)+(6) 

△432 〃 

(8) 前払年金費用 ― 〃 
(9) 退職給付引当金(7)－(8) △432 〃 
 
(注) １ 当社及び一部の子会社が有する厚生年金基金

は総合設立型であるため計上しておりません。 
     なお、厚生年金基金の会社拠出分に係る年金 
    資産は1,920百万円であります。 
   ２ 連結子会社は、退職給付債務の算定にあたり、

簡便法を採用しております。 
３ 退職給付費用に関する事項 
(1) 勤務費用 322百万円 
(2) 利息費用 97 〃 
(3) 期待運用収益 △69 〃 
(4) 会計基準変更時差異の費用処理額 51 〃 
(5) 数理計算上の差異の費用処理額 83 〃 
(6) 過去勤務債務の費用処理額 ― 〃 
(7) 退職給付費用 485 〃 
 
(注) １ 勤務費用は厚生年金基金に対する拠出額から

従業員拠出額を控除した額を含めて計上してお
ります。 
２ 簡便法を採用している連結子会社の退職給付

費用は「(1) 勤務費用」に計上しております。 

３ 退職給付費用に関する事項 
(1) 勤務費用 327百万円 
(2) 利息費用 94 〃 
(3) 期待運用収益 △77 〃 
(4) 会計基準変更時差異の費用処理額 51 〃 
(5) 数理計算上の差異の費用処理額 49 〃 
(6) 過去勤務債務の費用処理額 ― 〃 
(7) 退職給付費用 445 〃 
 
(注) １ 勤務費用は厚生年金基金に対する拠出額から

従業員拠出額を控除した額を含めて計上してお
ります。 
２ 簡便法を採用している連結子会社の退職給付

費用は「(1) 勤務費用」に計上しております。 
４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 
(1) 退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準 
(2) 割引率 2.50％ 
(3) 期待運用収益率 2.50％ 
(4) 数理計算上の差異の処理年数 12年 
(5) 会計基準変更時差異の処理年数 ５年  

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 
(1) 退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準 
(2) 割引率 2.50％ 
(3) 期待運用収益率 2.50％ 
(4) 数理計算上の差異の処理年数 12年 
(5) 会計基準変更時差異の処理年数 ５年  

 

  



30

(税効果会計関係) 

前連結会計年度 
(平成16年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成17年３月31日) 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別
の内訳 
(繰延税金資産)  
販売奨励金特別損失 114百万円 
退職給付引当金損金不算入額 130 〃 
退職慰労引当金損金不算入額 199 〃 
繰越欠損金 774 〃 
その他 395 〃 
繰延税金資産小計 1,614 〃 
評価性引当額 △1,503 〃 
繰延税金資産合計 111 〃 

  
  
(繰延税金負債)  
土地再評価に係る繰延税金負債 △1,752百万円 
その他有価証券評価差額金 △106 〃 
繰延税金負債合計 △1,859 〃 
繰延税金資産又は負債(△)
の純額 

△1,747 〃 
 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別
の内訳 
(繰延税金資産)  
販売促進費損金不算入額 141百万円 
貸倒引当金損金不算入額 71 〃 
退職給付引当金損金不算入額 166 〃 
退職慰労引当金損金不算入額 213 〃 
繰越欠損金 317 〃 
その他 407 〃 
繰延税金資産小計 1,318 〃 
評価性引当額 △1,178 〃 
繰延税金資産合計 140 〃 

  
(繰延税金負債)  
土地再評価に係る繰延税金負債 △1,748百万円 
その他有価証券評価差額金 △121 〃 
繰延税金負債合計 △1,869 〃 
繰延税金資産又は負債(△)
の純額 

△1,729 〃 
 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担
率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原
因となった主要な項目別の内訳 
法定実効税率 40.8％ 
(調整)  
永久に損金に算入されない費用項目 55.6〃 
繰越欠損金の期限切れ 822.8〃 
住民税均等割 10.1〃 

その他 
△346.1

〃 
税効果会計適用後の法人税等の負担率 583.2〃  

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担
率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原
因となった主要な項目別の内訳 
法定実効税率 39.5％ 
(調整)  
永久に損金に算入されない費用項目 14.3〃 
住民税均等割 2.6〃 
評価性引当額の増減 △26.0〃 
その他 △6.7〃 
税効果会計適用後の法人税等の負担率 23.7〃  
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(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前連結会計年度(自 平成15年４月１日 至 平成16年３月31日) 
 

 
医薬品 
事業 
(百万円) 

老人ホーム 
運営事業 
(百万円) 

その他 
の事業 
(百万円) 

計 
(百万円) 

消去又は 
全社 
(百万円) 

連結 
(百万円) 

Ⅰ 売上高及び営業利益       

売上高       

 (1) 外部顧客に対する売上高 15,977 762 966 17,706 ― 17,706 

 (2) セグメント間の内部売上高 
又は振替高 

57 ― 159 217 ( 217) ― 

計 16,034 762 1,126 17,923 ( 217) 17,706 

営業費用 15,429 520 998 16,948 ( 246) 16,701 

営業利益 605 242 127 975 29 1,005 

Ⅱ 資産、減価償却費及び資本的支出       

資産 17,164 2,538 1,666 21,370 378 21,749 

減価償却費 227 14 33 276 ― 276 

資本的支出 126 8 ― 135 ― 135 

(注) １ 事業区分の方法は製品・商品の種類、販売市場の類似性を考慮し、医薬品事業、老人ホーム運営事、 
その他の事業にセグメンテーションしております。 

   ２ 各区分に属する主要製品・商品 

事業区分 主要な製品・商品 

医薬品事業 医療用医薬品 

老人ホーム運営事業 都市型介護付有料老人ホーム運営 

その他の事業 化粧品・健康食品等販売、病院内環境整備・衛生事業 

３ 当連結会計年度における営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額
はありません。 

４ 当連結会計年度における資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は2,664百万円
であり、その主なものは、当社の余資運用資金であります。 
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当連結会計年度(自 平成 16年４月１日 至 平成 17年３月 31日)  

 
医薬品 
事業 
(百万円) 

老人ホーム 
運営事業 
(百万円) 

その他 
の事業 
(百万円) 

計 
(百万円) 

消去又は 
全社 
(百万円) 

連結 
(百万円) 

Ⅰ 売上高及び営業利益       

売上高       

 (1) 外部顧客に対する売上高 18,345 800 1,016 20,162 ― 20,162 

 (2) セグメント間の内部売上高 
又は振替高 

34 ― 187 221 ( 221) ― 

計 18,379 800 1,204 20,384 ( 221) 20,162 

営業費用 17,202 527 1,047 18,777 ( 247) 18,529 

営業利益 1,177 272 156 1,606 25 1,632 

Ⅱ 資産、減価償却費及び資本的支出       

資産 17,502 2,521 1,566 21,590 850 22,440 

減価償却費 220 14 49 285 ― 285 

資本的支出 171 8 1 180 ― 180 

(注) １ 事業区分の方法は製品・商品の種類、販売市場の類似性を考慮し、医薬品事業、老人ホーム運営事業、 
その他の事業にセグメンテーションしております。 

２ 各区分に属する主要製品・商品 

事業区分 主要な製品・商品 

医薬品事業 医療用医薬品 

老人ホーム運営事業 都市型介護付有料老人ホーム運営 

その他の事業 化粧品・健康食品等販売、病院内環境整備・衛生事業 

３ 当連結会計年度における営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額はありません。  

４ 当連結会計年度における資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は3,052百万円であり、その主な

ものは、当社の余資運用資金であります。 

５ 当連結会計年度より、従来、金額確定時に費用処理しておりました販売手数料等について、販売促進引当金を計上し

ております。この変更により、従来の方法によった場合に比べて、医薬品事業の営業費用は130百万円増加し、営業

利益は130百万円減少しております。 

６ 当連結会計年度より、従来、売上高の控除項目として処理しておりました販売奨励金について、販売費及び一般管理

費として計上しております。この計上区分の見直しに従った場合の前連結会計年度における医薬品事業の売上高及び

営業費用がそれぞれ987百万円増加となります。なお、営業利益に与える影響はありません。 

【所在地別セグメント情報】 

所在地別セグメント情報につきましては、前連結会計年度、当連結会計年度共に在外連結子会社及び在
外支店がないため、記載を省略しております。 

【海外売上高】 

海外売上高につきましては、前連結会計年度、当連結会計年度共に輸出の連結売上高に占める割合が
10％未満であるため、記載を省略しております。 
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【関連当事者との取引】 
 
前連結会計年度(自 平成15年４月１日 至 平成16年３月31日)  
(1) 親会社及び法人主要株主等  
該当する事項はありません。 
 
(2) 役員及び個人株主等 
該当する事項はありません。 
 
(3) 子会社等 

関係内容 
属性 

会社等 
の名称 

住所 
資本金又 
は出資金 
(百万円) 

事業の内容 
又は職業 

議決権等 
の所有 

(被所有)割合 
(％) 

役員の 
兼任等 

事業上 
の関係 

取引の内容 
取引金額 
(百万円) 

科目 
期末残高 
(百万円) 

関連会
社 

ジャパン
ソファル
シム㈱ 

東京都
千代田
区 

10 
医薬品の仕
入・輸入・
販売等 

(所有) 
直接  5.0 
(被所有) 
直接  10.5 

兼任３人 
営業上の
取引 

商品及び 
原材料の 
購入 

1,007 
支払手形 
及び 
買掛金 

461 

(注) １ 取引金額には消費税等は含まず、期末残高には消費税等を含んで表示しております。 
２ 仕入その他の取引条件は、当社と関連を有しない他の当事者と同様の条件によっております。 
３ 当社代表取締役社長山口一城及びその近親者が、議決権の77.5％を所有しております。

(4) 兄弟会社等 
該当する事項はありません。 

 
当連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 
(1) 親会社及び法人主要株主等 

該当する事項はありません。 
 

(2) 役員及び個人株主等 
該当する事項はありません。 

 
(3) 子会社等  

関係内容 
属性 会社等 

の名称 住所 
資本金又 
は出資金 
(百万円) 

事業の内容 
又は職業 

議決権等 
の所有 

(被所有)割合 
(％) 

役員の 
兼任等 

事業上 
の関係 

取引の内容 取引金額 
(百万円) 科目 期末残高 

(百万円) 

関連会
社 

ジャパン
ソファル
シム㈱ 

東京都
千代田
区 

10 
医薬品の仕
入・輸入・
販売等 

(所有) 
直接  5.0 
(被所有) 
直接  10.8 

兼任３人 営業上の
取引 

商品及び 
原材料の 
購入 

1,156 
支払手形 
及び 
買掛金 

496 

(注)  １ 取引金額には消費税等は含まず、期末残高には消費税等を含んで表示しております。 
２ 仕入その他の取引条件は、当社と関連を有しない他の当事者と同様の条件によっております。 
３ 当社代表取締役社長山口一城及びその近親者が、議決権の77.5％を所有しております。 

 
(4) 兄弟会社等 

該当する事項はありません。 
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  (１株当たり情報) 
 

項目 
前連結会計年度 

(自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１株当たり純資産額 95.83円 118.32円 

１株当たり当期純利益又は当期純損
失(△) 

△40.11円 22.15円 

 

 なお、潜在株式調整後１株当たり
当期純利益金額については、１株当
たり当期純損失が計上されており、
また、潜在株式がないため記載して
おりません。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり
当期純利益金額については、潜在株
式がないため記載しておりません。 

(注)  １株当たり当期純利益金額又は当期損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 
 

項目 
前連結会計年度 

(自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

連結損益計算書上の当期純利益又は
当期純損失(△)(百万円) 

△1,463 846 

普通株式に係る当期純利益又は当期
純損失(△)(百万円) 

△1,463 846 

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ― 

普通株式の期中平均株数(千株) 36,480 38,230 

(重要な後発事象) 

該当する事項はありません。 
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⑤ 【連結附属明細表】 

【社債明細表】 
 

会社名 銘柄 発行年月日 
前期末残高 
(百万円) 

当期末残高 
(百万円) 

利率 
(％) 

担保 償還期限 

日本薬品工業㈱ 第１回無担保社債 
平成15年 
３月27日 50 

50 
(50) 0.45 無担保社債 

平成18年 
３月27日 

日本薬品工業㈱ 第２回無担保社債 
平成15年 
３月27日 

50 50 0.80 無担保社債 
平成20年 
３月27日 

日本ケミファ㈱ 第１回無担保社債 
平成15年 
５月20日 

900 
700 
(200) 

0.41 無担保社債 
平成20年 
５月20日 

合計 ― ― 1,000 
800 
(250) 

― ― ― 

(注)  １「当期末残高」欄の(内書)は、１年内償還予定の金額であります。 

２ 連結決算日後５年内における１年ごとの償還予定額は以下のとおりであります。 
１年以内 
(百万円) 

１年超２年以内 
(百万円) 

２年超３年以内 
(百万円) 

３年超４年以内 
(百万円) 

４年超５年以内 
(百万円) 

250 200 250 100 ― 

  【借入金等明細表】

区分 
前期末残高 
(百万円) 

当期末残高 
(百万円) 

平均利率 
(％) 

返済期限 

短期借入金 7,061 1,269 ― ― 

一年内返済予定の長期借入金 392 1,709 2.1 ― 

長期借入金(１年以内に返済予定
のものを除く) 

844 4,839 2.2 平成19年～平成22年 

合計 8,298 7,819 ― ― 

(注)  １ 平均利率につきましては、当期末借入残高に対する加重平均利率を記載しております。 

２ 長期借入金(１年以内に返済予定のものを除く)の連結決算日後５年内における返済予定額は以下のとおりで

あります。 
１年超２年以内 
(百万円) 

２年超３年以内 
(百万円) 

３年超４年以内 
(百万円) 

４年超５年以内 
(百万円) 

1,681 1,200 1,187 770 

(2) 【その他】 

該当する事項はありません。 
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代表取締役、CEO
山口 一城

取締役
髙橋 貞雄

取締役、執行役員

吉田 勝昭

山坂 平之焏

山本 俊一

宇田川 克巳

矢田 弘道

貴志 康夫

取締役相談役

山口 明

常勤監査役

加藤 曻

監査役

舘野 完

山中 徹
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（2005年 3月 31日現在）

本社：〒101-0032
東京都千代田区岩本町 2丁目 2番 3号
電話：03-3863-1211
ファックス：03-3864-5940 
http://www.chemiphar.co.jp

支店：札幌、仙台、東京、横浜、関越、名古屋、大阪、広島、福岡

設立：1950年 6月 16日

資本金：43億 450万円

従業員：550名

子会社：日本薬品工業（株）

(株)化合物安全性研究所
ウエルライフ(株)
シャプロ（株）

エヌシー技研（株）

関係会社：

ジャパンソファルシム（株）

メディカル・システム・サービス（株）

証券取引所：東京証券取引所一部上場

普通株式：80,000,000

発行済株式：38,522,301

株主数：6,494


